
第 ８ 号 議 案

令 和 ４ 年 度

亀 岡 市 水 道 事 業 会 計 予 算



令 和 ４ 年 度 亀 岡 市 水 道 事 業 会 計 予 算

  （総　則）

　第１条　令和４年度亀岡市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

  （業務の予定量）

　第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 給 水 戸 数 32,236 戸

（６） 主要な建設改良事業 施設拡張事業 王子送配水管整備工事（送配水管 φ50～100mm 延長 1,640ｍ）

施設改良事業 老朽管耐震化工事（配水管 φ50～600㎜ 延長 1,395ｍ）

（２） 年 間 総 給 水 量 9,153,693 ｍ3

（３） 一 日 平 均 給 水 量 25,079 ｍ3

第 １ 項 営 業 収 益 1,399,696 千円

第 ２ 項 営 業 外 収 益 435,346 千円

  （収益的収入及び支出）

　第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　入

第 １ 款 水 道 事 業 収 益 1,836,300 千円

第 １ 項 営 業 費 用 1,475,966 千円

第 ２ 項 営 業 外 費 用 161,411 千円

第 ３ 項 附 帯 事 業 収 益 1,258 千円

支　　　　出

第 １ 款 水 道 事 業 費 用 1,684,900 千円

第 ３ 項 附 帯 事 業 費 用 1,361 千円

第 ４ 項 特 別 損 失 千円

（４） 用 水 供 給 量 500,000 ｍ3

（５） 一日平均用水供給量 1,370 ｍ3

36,162



  （資本的収入及び支出）

　第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 895,400千円は消費税及び

　　地方消費税資本的収支調整額 39,806千円、損益勘定留保資金 855,594千円で補てんするものとする。）。

収　　　　入

第 １ 款 資 本 的 収 入 632,100 千円

第 ５ 項 予 備 費 10,000 千円

9,967 千円

第 １ 項 負 担 金 62,452 千円

第 ２ 項 企 業 債 382,700 千円

第 ３ 項 出 資 金 144,617 千円

第 ４ 項 府 支 出 金

第 ３ 項 積 立 金 100,000 千円

  （企　業　債）

　第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

千円

第 １ 項 建 設 改 良 費 840,398 千円

第 ２ 項 企 業 債 償 還 金 587,102 千円

 （ただし、発行価格が額面金 （１）普通貸借  （ただし、利率見直し方式で借 政府資金については、その融資条件

 額を下まわるときは、その発 （２）証券発行  り入れる政府資金等について、 により、銀行その他の場合にはその

起債の目的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

水 道 事 業 382,700 千円 ５％以内

び償還期限を短縮し、又は繰上償還

若しくは低利に借換えすることがで

 行価格差減額をうめるため必 （３）本債にかわる短期債を  利率見直しを行った後において 債権者と協定するものによる。ただ

 要な金額をこれに加算した額） 　　　起こすことができる。  は、当該見直し後の利率） し、市財政の都合により据置期間及

　　　 きる。

支　　　　出

第 １ 款 資 本 的 支 出 1,527,500

第 ５ 項 分 担 金 1,550 千円

第 ６ 項 貸 付 金 返 還 金 30,814 千円



　　する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 職 員 給 与 費 235,469 千円

  （他会計からの補助金）

  （一時借入金）

　第６条　一時借入金の限度額は、200,000千円と定める。

  （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

  （予定支出の各項の経費の金額の流用）

　第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 営 業 費 用 、 営 業 外 費 用

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ １ 日 提 出

亀岡市長　　　桂　　川　　孝　　裕

　第９条　水道事業の財源に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、55,056千円である。

  （たな卸資産購入限度額）

　第１０条　たな卸資産の購入限度額は、12,436千円と定める。



収　　 　　　入

３ 361,794

１

２

１

２

営 業 収 益

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金１

２ 他 会 計 補 助 金 54,021

３ 附 帯 事 業 収 益 1,258

１ 飲料水供給事業収益

項

１

目

水 道 事 業 収 益

88,591

令和４年度亀岡市水道事業会計予算実施計画

予 定 額

収 益 的 収 入 及 び 支 出

1,836,300

1,311,105

1,399,696

備 考

千円

426

４ 雑 収 益 19,105

1,258

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 営 業 収 益

給 水 収 益

435,346

款



1,475,966

１

配 水 及 び 給 水 費

５ 減 価 償 却 費

137,918

１

211,340原 水 及 び 浄 水 費

４

２ 211,492

営 業 費 用

２ 雑 支 出

107,888

36,162

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

50,573

固 定 資 産 譲 渡 損

３

1,361

１ 水 道 事 業 費 用 1,684,900

2,950

３ 77,910

総 係 費

業 務 費

備 考款

千円

項 目 予 定 額

支　　　 　　出

830,833

１

２ 営 業 外 費 用

４ 特 別 損 失

３ 附 帯 事 業 費 用 1,361

１ 飲料水供給事業費用

資 産 減 耗 費 6,473６

161,411

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

36,162１



５ 10,000予 備 費

10,000１ 予 備 費

款 項 目 予 定 額 備 考

千円



１ 工 事 分 担 金

144,617

9,967

１

一 般 会 計 出 資 金

府 補 助 金

1,550

１

企 業 債

62,452

１

項 目 予 定 額

出 資 金

６

他会計貸付金返還金 30,814

貸 付 金 返 還 金 30,814

分 担 金 1,550

負 担 金

４

１

１

632,100

382,700

144,617

府 支 出 金 9,967

１

５

382,700

工 事 負 担 金 62,452

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款

資 本 的 収 入

収　　　 　　入

１

備 考

千円

２ 企 業 債

３



施 設 改 良 費

施 設 拡 張 費

601,806

事 務 費

目

840,398

３

２

27,997

205,319

１

３ 積 立 金 100,000

１ 積 立 金 100,000

1,527,500

予 定 額項

１ 建 設 改 良 費

４ 固 定 資 産 購 入 費 5,276

１ 企 業 債 償 還 金 587,102

２ 企 業 債 償 還 金 587,102

備 考

千円

支　　　 　　出

１ 資 本 的 支 出

款



預り金の増減額（△は減少） △ 200

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

107,888

利息及び配当金の受取額 426

△ 107,888

小計 760,875

1,987

未払金の増減額（△は減少）

653,413

28,967

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

固定資産減少に伴う損失

引当金の増減額（△は減少）

減価償却費

受取利息及び配当金

36,162

令和４年度亀岡市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

千円

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 127,563

148

830,833

固定資産除却費

△ 426

（令和 ４ 年 ４ 月 １ 日から令和 ５ 年 ３ 月３１日まで）

長期前受金戻入額 △ 361,794

△ 10,253



△ 1,314,286投資活動によるキャッシュ・フロー

リース債務支払額

千円

△ 1,781

負担金等による収入 58,614

長期貸付金回収による収入 30,814

基金の積立てによる支出

資金期末残高 2,596,683

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 59,785

資金増加額（又は減少額） △ 720,658

資金期首残高 3,317,341

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 382,700

他会計からの出資による収入 144,617

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 587,102

△ 100,000

有形固定資産の取得による支出 △ 1,301,933

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー



給    与    費    明    細    書

（１） 総    括

計

人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

なお、令和４年度において、退職手当として１７，９２４千円を支給するため、退職給付引当金１７，９２４千円を使用する。

区 分
職 員 数 給 与 費

法 定 福 利 費 合 計
特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当

本 年 度 26 100,152 85,214 185,366 34,474 219,840

前 年 度 27 97,233 65,024 162,257 32,355 194,612

比 較 △ 1 2,919 20,190 23,109 2,119 25,228

手 当

の

内 訳

区 分
地 域
手 当

住 居
手 当

扶 養
手 当

通 勤
手 当

単 身
赴 任
手 当

管 理 職
時 間 外
手 当

宿 日 直
手 当

管 理 職
特 勤
手 当

期末勤勉
手      当

特 殊
勤 務
手 当

退 職
給 付 費

計

千円

本 年 度 6,465 1,837 3,804 2,061 10,634 43,321 10 17,082 85,214

前 年 度 6,139 1,837 2,508 2,426 11,231 40,873 10 65,024

比 較 326 0 1,296 △ 365 20,190△ 597 2,448 0 17,082



（２） 給料及び手当の増減額の明細

(千円) (千円)

給 料 2,919

 昇給に伴う
 増加分

1,226

 職員数の異動状況

 その他の増減分 1,693  職員の異動に伴う増等

本 年 度 26 人

前 年 度 27 人

増     減 △ 1 人

手 当 20,190

 その他の増減分 20,190 　退職給付費増等

区 分 増 減 額 増減額の増減事由別内訳 説 明 備 考



（３）給料及び手当の状況

ア 職員１人当たり給与

(円)

(円)

(円)

(円)

イ 初  任  給

(円) (円)

区 分 企 業 職 そ の 他

４ 年 ４ 月 １ 日

現 在

平 均 給 料 月 額 320,992

平 均 給 与 月 額 400,514

平 均 年 齢 43歳2月

３ 年 ４ 月 １ 日

現 在

平 均 給 料 月 額 300,093

平 均 給 与 月 額 374,633

高 校 卒 150,600

平 均 年 齢 41歳4月

本 会 計 一 般 会 計

大 学 卒 182,200 大 学 卒 182,200

区 分 企 業 職 区 分 行 政 職

高 校 卒 150,600



ウ 級別職員数

(人) (％) (人) (％)

( ） ( ）

  （級別の基準となる職務）

区 分 級
企 業 職 そ の 他

職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比

１ 級 3 11.5
４ 年 ４ 月 １ 日 ２ 級 6 23.1

３ 級 3 11.5
４ 級 9 34.6

現 在 ５ 級 2 7.7
６ 級 2 7.7
７ 級 1 3.9

計 26 100.0

１ 級 4 14.9

（再任用短時間勤務職員） 1 3.7
３ 年 ４ 月 １ 日 ２ 級 6 22.2

３ 級 4 14.8
４ 級 8 29.6

現 在 ５ 級 3 11.1
６ 級 1 3.7
７ 級

計 27 100.0

部 長

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

そ の 他

６級 ７級

企 業 職 主事･主事補 主 査 主　　任
係 長・主 幹

主　任
副 課 長 次 長 ･ 課長



エ 期末手当・勤勉手当

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

オ 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分

（ 再 任 用 職 員 の 支 給 率 ）
支 給 期 別 支 給 率 支給率計 (月分)

職 制 上 の 段 階
職 務 の 級 等 に よ る
加 算 措 置

備 考
６ 月 (月分) １ ２ 月 (月分)

本 年 度
１．１７５ １．１７５ ２．３５０

有
２ ． ２ ２ ５ ２ ． ２ ２ ５ ４ ． ４ ５ ０

前 年 度
１．１７５ １．１７５ ２．３５０

有
２ ． ２ ２ ５ ２ ． ２ ２ ５ ４ ． ４ ５ ０

一般会計の制度
１．１７５ １．１７５ ２．３５０

有
２ ． ２ ２ ５ ２ ． ２ ２ ５ ４ ． ４ ５ ０

区 分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度 そ の 他 の

備 考
(月分) (月分) (月分) (月分) 加 算 措 置 等

定年前早期退職特別

支 給 率 等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９００ ４７．７０９００ 措置(2%～20%加算)

調 整 額 加 算

調 整 額 加 算

一般会計の制度
( 支 給 率 等 )

定年前早期退職特別

２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９００ ４７．７０９００ 措置(2%～20%加算)



カ 特殊勤務手当

(％)

(％)

(円)

 水道料金等滞納整理従事手当等

キ その他の手当

通 勤 手 当 同

地 域 手 当 同

区 分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種

企 業 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ０ ． ０ １ ０ ． ０ １

支 給 対 象 職 員 の 比 率
１ ０ ０ ． ０ １ ０ ０ ． ０

（ ４ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
３ ２ ３ ２

平 均 支 給 月 額

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称



給    与    費    明    細    書

会計年度任用職員

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円

比 較 △ 24 △ 139 △ 163

前 年 度 226 2,069 2,295

本 年 度 202 1,930 2,132

△ 268 △ 726

手 当

の

内 訳

区 分
通　勤
手　当

（費用弁償）

期　末
手　当

計

比 較 1 △ 9,732 9,437 △ 163 △ 458

13,289

前 年 度 4 9,732 2,295 12,027 1,988 14,015

本 年 度 5 2,132 11,569 1,7209,437

区 分 職　員　数
給 与 費

法 定 福 利 費 合 計
報 酬 給 料 手 当 計



期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国庫支出金 企 業 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円
平成３０年度から 令和４年度から
令和３年度まで 令和５年度まで

令和元年度から
令和３年度まで

令和４年度から
令和８年度まで

令和４年度から
令和６年度まで

令和４年度から
令和６年度まで

水質検査業務委託経
費

29,74429,744令和３年度29,744 0

202,700

2,1040 2,104

令和３年度 0 202,700

令和４年度

令和３年度

249,707

令和３年度

水道施設運転監視業
務委託経費

令和４年度

202,700

水処理用薬品購入経
費

2,104

9,751

水道料金システム保
守等業務委託経費

161,365 88,342

水道料金等徴収事務
委託経費

249,100 0 249,100 249,100

水道老朽管耐震化事
業経費

358,380 令和３年度 108,673

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

事　　 項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支 払
左　の　財　源　内　訳

6,704

義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 義 務 発 生 予 定 額

16,470 9,766 6,704

水道施設管理業務委
託経費

29,253 19,502 9,751令和４年度



63,378

（ ４）

（ １） 受取利息及び配当金 835

総 係 費

減 価 償 却 費 790,009

153,463

３ 営 業 外 収 益

（ ６） 資 産 減 耗 費 1,748

10,000 1,410,705

営 業 損 失

（ ７） そ の 他 営 業 費 用

千円

１ 営 業 収 益

（ １） 給 水 収 益 1,132,553

令和３年度亀岡市水道事業予定損益計算書（前年度分）

（令和 ３ 年 ４ 月 １ 日から令和 ４ 年 ３ 月３１日まで）

千円 千円

（ ２） そ の 他 営 業 収 益 124,689

（ ２） 他 会 計 補 助 金

152,689

（ ５）

1,257,242

２ 営 業 費 用

（ １） 原 水 及 び 浄 水 費 197,375

（ ３） 業 務 費 67,987

（ ２） 配 水 及 び 給 水 費 190,897



千円 千円

企 業 債 取 扱 諸 費
支 払 利 息 及 び

４ 営 業 外 費 用

千円

雑 収 益（ ４）

長 期 前 受 金 戻 入（ ３）

（ １）

経 常 利 益

（ ２） 雑 支 出 298,211

144,748

121,327

117,317

419,538

4,010

13,212

342,113

５

（ １） 1,364 1,364

附 帯 事 業 収 益

飲料水供給事業収益

６

（ １） 1,364 1,364

附 帯 事 業 費 用

飲料水供給事業費用 0

144,748

0

144,748

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金



減 価 償 却 累 計 額 △ 2,909 5,172

チ 建 設 仮 勘 定 257,028

有 形 固 定 資 産 合 計 23,530,996

（ ２） 無 形 固 定 資 産

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 205,817

減 価 償 却 累 計 額 △ 177,489 28,328

ト リ ー ス 資 産 8,081

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,711,664 1,611,953

ホ 車 両 運 搬 具 30,088

減 価 償 却 累 計 額 △ 21,157 8,931

ハ 構 築 物 34,202,043

減 価 償 却 累 計 額 △ 14,685,960 19,516,083

ニ 機 械 及 び 装 置 4,323,617

（ １） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,355,386

ロ 建 物 1,427,173

減 価 償 却 累 計 額 △ 679,058 748,115

令和３年度亀岡市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和 ４ 年 ３ 月３１日）

資 産 の 部

千円 千円 千円 千円

１ 固 定 資 産



千円千円 千円 千円

千円

３ 固 定 負 債

（ １） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債

（ ２） リ ー ス 債 務 3,285

企 業 債 合 計 6,305,735

6,305,735

流 動 資 産 合 計 3,455,094

資 産 合 計 27,032,871

負 債 の 部

千円 千円 千円

23,577,777

２ 流 動 資 産

（ １） 現 金 預 金 3,317,341

132,366

（ ３） 貯 蔵 品 5,387

（ ２） 未 収 金 140,245

貸 倒 引 当 金 △ 7,879

投 資 そ の 他 資 産 合 計 32,314

固 定 資 産 合 計

イ 出 資 金 1,500

ロ 長 期 貸 付 金 30,814

イ 電 話 加 入 権 50

無 形 固 定 資 産 合 計 14,467

（ ３） 投 資 そ の 他 資 産

ロ ソ フ ト ウ ェ ア 14,417



資 本 の 部

繰 延 収 益 合 計 9,190,551

負 債 合 計 17,286,783

流 動 負 債 合 計 1,369,285

収 益 化 累 計 額 △ 6,290,961

５ 繰 延 収 益

（ １） 長 期 前 受 金 15,481,512

（ ４） 未 払 金 754,849

（ ７） 預 り 金 7,673

（ ５） 引 当 金 16,980

（ ６） 預 り 保 証 金 900

イ
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債 587,102

企 業 債 合 計 587,102

（ ３） リ ー ス 債 務 1,781

固 定 負 債 合 計 6,726,947

４ 流 動 負 債

（ １） 一 時 借 入 金 0

（ ２） 企 業 債

（ ４） そ の 他 固 定 負 債 216,599

（ ３） 引 当 金 201,328



8,993,571

６

（ １）

資 本 金 合 計

資 本 金

資 本 金 8,993,571

千円 千円 千円 千円

利 益 剰 余 金 合 計 144,748

剰 余 金 合 計

資 本 合 計 9,746,088

607,769

負 債 資 本 合 計 27,032,871

752,517

（ ２） 利 益 剰 余 金

７ 剰 余 金

（ １） 資 本 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金 144,748



減 価 償 却 累 計 額 △ 4,364 3,717

チ 建 設 仮 勘 定 396,670

有 形 固 定 資 産 合 計 23,464,534

（ ２） 無 形 固 定 資 産

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 207,654

減 価 償 却 累 計 額 △ 181,632 26,022

ト リ ー ス 資 産 8,081

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,796,615 1,606,344

ホ 車 両 運 搬 具 30,088

減 価 償 却 累 計 額 △ 24,624 5,464

ハ 構 築 物 34,684,966

減 価 償 却 累 計 額 △ 15,308,120 19,376,846

ニ 機 械 及 び 装 置 4,402,959

（ １） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,337,260

ロ 建 物 1,417,097

減 価 償 却 累 計 額 △ 704,886 712,211

令和４年度亀岡市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和 ５ 年 ３ 月３１日）

資 産 の 部

千円 千円 千円 千円

１ 固 定 資 産



千円千円 千円 千円

資 産 合 計

（ １） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債 6,095,788

企 業 債 合 計 6,095,788

（ ２） リ ー ス 債 務 1,496

26,305,742

負 債 の 部

千円 千円 千円 千円

３ 固 定 負 債

貸 倒 引 当 金 △ 7,879 130,379

（ ３） 貯 蔵 品 5,388

流 動 資 産 合 計 2,732,450

23,573,292

２ 流 動 資 産

（ １） 現 金 預 金 2,596,683

（ ２） 未 収 金 138,258

イ 出 資 金 1,500

ロ 基 金 100,000

投 資 そ の 他 資 産 合 計 101,500

固 定 資 産 合 計

イ 電 話 加 入 権 50

ロ ソ フ ト ウ ェ ア 7,208

無 形 固 定 資 産 合 計 7,258

（ ３） 投 資 そ の 他 資 産



収 益 化 累 計 額 △ 6,652,755

繰 延 収 益 合 計 8,895,681

負 債 合 計 16,285,817

資 本 の 部

固 定 負 債 合 計 6,487,319

（ ７） 預 り 金 7,473

流 動 負 債 合 計 902,817

５ 繰 延 収 益

（ １） 長 期 前 受 金 15,548,436

（ ４） 未 払 金 282,748

（ ５） 引 当 金 17,259

（ ６） 預 り 保 証 金 900

イ
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債 592,648

企 業 債 合 計 592,648

（ ３） リ ー ス 債 務 1,789

４ 流 動 負 債

（ １） 一 時 借 入 金 0

（ ２） 企 業 債

（ ３） 引 当 金 183,404

（ ４） そ の 他 固 定 負 債 206,631



剰 余 金 合 計 880,187

資 本 合 計 10,019,925

負 債 資 本 合 計 26,305,742

千円千円 千円 千円

（ １） 資 本 剰 余 金 607,876

（ ２） 利 益 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金 272,311

利 益 剰 余 金 合 計 272,311

６ 資 本 金

（ １） 資 本 金 9,139,738

資 本 金 合 計 9,139,738

７ 剰 余 金



注 記  
 

Ⅰ．重要な会計方針 

 

 １ 固定資産の減価償却方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

    ・減価償却の方法   定額法による。 

    ・主な耐用年数 

      建物        15～50年 

      構築物       40～60年 

      機械及び装置    15～20年 

      車両運搬具      4～6年 

      工具、器具及び備品 05～15年 

  （２）無形固定資産 

    ・減価償却の方法   定額法による。 

    ・主な耐用年数 

      ソフトウェア        5年 

（３）リース資産 

    ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

        自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 

 ２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    ・貯蔵品       先入先出法による原価法 

 ３ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

        職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

  （２）賞与引当金 

        職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 



  （３）法定福利費引当金 

        職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上している。 

  （４）貸倒引当金 

        債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権・貸倒懸念債権等それぞれの貸倒実績率により、回収不能見込額を計上してい

る。 

 ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

      消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

      貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担す

ると見込まれる額は713,087千円である。 

 ２ 引当金の取崩し 

  （１）退職給付引当金の取崩し 

       令和４年度において、退職手当として17,924千円を支給するため、退職給付引当金17,924千円を取り崩す。 

  （２）賞与引当金の取崩し 

       令和４年度において、期末手当及び勤勉手当として43,321千円を支給するため、賞与引当金14,229千円を取り崩す。 

  （３）法定福利費引当金の取崩し 

       令和４年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として8,448千円を支出するため、法定福利費引当金2,751千円を取

り崩す。 

  （４）貸倒引当金の取崩し 

       令和４年度において、債権1,876千円を不納欠損処理するため、貸倒引当金1,876千円を取り崩す。 

 

 

 

 



Ⅲ．リース契約により使用する固定資産 

 

 １ リース会計に係る特例措置 

      所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

 ２ 長期継続契約に係るリース債務 

      通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契

約に係るものは、下記の金額である。 

        １年内    1,789千円 

        １年超     1,496千円 

         計      3,285千円 

 

Ⅳ．その他の注記 

 

 １ 修繕引当金に関する経過措置 

      平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の方法により取り崩すこととする。 

 



科　　　 目　　　 別　　　 内　　　 訳　　　 書



b

説　　明

1 水道事業収益 1,836,300
千円

1 営 業 収 益 1,399,696

1 給 水 収 益 1,311,105

1 水 道 料 金 1,249,505 水道料金

2 用 水 供 給 料 金 61,600 用水供給料金

2 その他営業収益 88,591

1 他 会 計 負 担 金 30,722 一般会計及び下水道事業会計負担金

2 加 入 金 55,927 新規給水加入金及び給水面積加入金等

3 手 数 料 1,887 給水申請手数料等

4 雑 収 益 55 給水申請用紙売却代金

2 営 業 外 収 益 435,346

1
受 取 利 息
及 び 配 当 金

426

1 預 金 利 息 241 預金利息

2 貸 付 金 利 息 185 他会計貸付金利息

2 他 会 計 補 助 金 54,021

収　益　的　収　入　及　び　支　出

　　収　　　　　　入

款 項 目 節 金　　額



説　　明

1 他 会 計 補 助 金 54,021
千円

一般会計補助金

3
長 期 前 受 金
戻 入

361,794

1
国 庫 補 助 金
長期前受金戻入

43,215 長期前受金収益化額

2
府 補 助 金
長期前受金戻入

32,647 　　〃

3
他 会 計 負 担 金
長期前受金戻入

6,133 　　〃

4
工 事 負 担 金
長期前受金戻入

241,266 　　〃

5
工 事 分 担 金
長期前受金戻入

23,508 　　〃

6
受贈財産評価額
長期前受金戻入

15,025 　　〃

4 雑 収 益 19,105

1 そ の 他 雑 収 益 19,105 庁舎使用料等

3 附帯事業収益 1,258

1
飲 料 水 供 給
事 業 収 益

1,258

1 水 道 料 金 223 水道料金

2 他 会 計 補 助 金 1,035 一般会計補助金

款 項 目 節 金　　額



説　　明

1 水道事業費用 1,684,900
千円

1 営 業 費 用 1,475,966

1 原水及び浄水費 211,340

1 給 料 17,029 職員４名分及び会計年度任用職員１名分

2 手 当 8,105 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

2,241 期末勤勉手当に係る賞与引当金繰入額

4 法 定 福 利 費 4,701 共済組合事業主負担

5
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

434 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金繰入額

6 旅 費 17 職員普通旅費

7 備 消 品 費 2,020 施設各種設備用備消耗品費

8 燃 料 費 397 発電機用燃料

9 光 熱 水 費 51 下水道使用料

10 印 刷 製 本 費 150 諸用紙印刷費

11 通 信 運 搬 費 1,497 電話料金等

12 委 託 料 80,108 施設管理業務及び水質試験委託料等

13 手 数 料 5 浄化槽水質検査手数料

　　支　　　　　　出

款 項 目 節 金　　額



説　　明

14 賃 借 料 35
千円

電柱共架料等

15 修 繕 費 4,000 施設各種設備等修繕費

16 動 力 費 88,372 電力料

17 薬 品 費 2,178 滅菌用薬品等

2 配水及び給水費 211,492

1 給 料 22,788 職員６名分及び会計年度任用職員２名分

2 手 当 11,518 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

2,900 期末勤勉手当に係る賞与引当金繰入額

4 法 定 福 利 費 6,381 共済組合事業主負担

5
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

564 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金繰入額

6 旅 費 8 職員普通旅費

7 備 消 品 費 3,180 施設各種設備及び事務用備消耗品費

8 燃 料 費 614 自動車用燃料等

9 印 刷 製 本 費 93 諸用紙印刷費

10 通 信 運 搬 費 3,985 電話料金及び郵送料金等

11 委 託 料 45,320 施設管理業務委託料等

12 手 数 料 12 登記事項証明書手数料等

款 項 目 節 金　　額



13 賃 借 料 594 配水管路敷等借地料及び事務用機器賃借料等

14 修 繕 費 75,046 施設各種設備及び配水管等修繕費

15 路 面 復 旧 費 5,440 給配水管修繕に伴う路面復旧費

16 動 力 費 26,237 電力料

17 薬 品 費 62 水質試験用試薬

18 材 料 費 1,750 給配水管修繕用材料等

19 補 償 費 5,000 配水管破損に伴う補償費

3 業 務 費 77,910

1 給 料 12,326 職員３名分

2 手 当 6,267 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

1,835 期末勤勉手当に係る賞与引当金繰入額

4 法 定 福 利 費 3,916 共済組合事業主負担

5
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

359 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金繰入額

6 旅 費 13 職員普通旅費

7 備 消 品 費 1,173 事務用備消耗品費

8 印 刷 製 本 費 2,677 諸用紙印刷費

9 通 信 運 搬 費 4,421 電話料金及び郵送料金等

10 委 託 料 42,731 水道料金徴収事務委託料等



説　　明

11 手 数 料 2,113
千円

公金収納取扱手数料等

12 修 繕 費 50 事務用機器修繕費

13 食 糧 費 2 来客等賄

14 負 担 金 27 公共料金等暴力対策連絡会会費等

4 総 係 費 137,918

1 給 料 34,776 職員７名分及び会計年度任用職員２名分

2 手 当 19,554 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

4,219 期末勤勉手当に係る賞与引当金繰入額

4 報 酬 165 経営審議会委員報酬

5 法 定 福 利 費 11,381 共済組合等事業主負担

6
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

826 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金繰入額

7 旅 費 609 職員普通旅費

8 退 職 給 付 費 17,082 退職給付引当金繰入額

9 被 服 費 885 職員貸与被服費

10 備 消 品 費 2,801 事務用備消耗品費

11 燃 料 費 10 自動車用燃料

12 光 熱 水 費 6,104 庁舎電気料金等

款 項 目 節 金　　額



13 印 刷 製 本 費 288 諸用紙印刷費

14 通 信 運 搬 費 983 電話料金及び郵送料金

15 委 託 料 8,414 庁舎保守管理業務委託料等

16 手 数 料 85 車検手数料等

17 賃 借 料 521 事務用機器等賃借料

18 修 繕 費 1,625 庁舎及び備品等修繕費

19 研 修 費 722 職員研修費

20 食 糧 費 6 来客等賄

21 厚 生 費 601 職員互助会補助金

22 負 担 金 698 事務処理システム負担金等

23 保 険 料 1,104 施設及び自動車損害保険料

24 補 助 交 付 金 22,516 小規模水道配水施設更新事業費補助金等

25
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

1,876 水道料金に係る貸倒引当金繰入額

26 雑 費 67 自動車重量税

5 減 価 償 却 費 830,833

1
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

823,624 有形固定資産減価償却費

2
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

7,209 無形固定資産減価償却費

6 資 産 減 耗 費 6,473



説　　明

1 固定資産除却費 6,473
千円

固定資産除却費

2 営 業 外 費 用 161,411

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

107,888

1 企 業 債 利 息 107,869 企業債利息

2
リ ー ス 資 産
支 払 利 息

19 リース資産に係る支払利息

2 雑 支 出 2,950

1 そ の 他 雑 支 出 2,950 過年度収入過誤納による還付金

3
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

50,573

1
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

50,573 消費税及び地方消費税納付金

3 附帯事業費用 1,361

1
飲 料 水 供 給
事 業 費 用

1,361

1 備 消 品 費 116 施設各種設備消耗品

2 燃 料 費 12 自動車用燃料

3 通 信 運 搬 費 50 電話料金

4 委 託 料 352 水質試験委託料等

5 修 繕 費 600 施設各種設備及び配水管等修繕費

6 動 力 費 218 電力料

款 項 目 節 金　　額



7 薬 品 費 4 滅菌用薬品

8 材 料 費 7 道路補修用材料

9 保 険 料 2 施設等保険料

4 特 別 損 失 36,162

1 固定資産譲渡損 36,162

1 固定資産譲渡損 36,162 固定資産譲渡損

5 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000 予備費



説　　明

1 資 本 的 収 入 632,100
千円

1 負 担 金 62,452

1 工 事 負 担 金 62,452

1 工 事 負 担 金 62,452 工事負担金

2 企 業 債 382,700

1 企 業 債 382,700

1 企 業 債 382,700 水道事業債

3 出 資 金 144,617

1 一般会計出資金 144,617

1 一般会計出資金 144,617 一般会計出資金

4 府 支 出 金 9,967

1 府 補 助 金 9,967

1
水 道 事 業
府 補 助 金

9,967 水道事業府補助金

5 分 担 金 1,550

1 工 事 分 担 金 1,550

資　本　的　収　入　及　び　支　出

　　収　　　　　　入

款 項 目 節 金　　額



1 工 事 分 担 金 1,550 工事分担金

6 貸付金返還金 30,814

1
他 会 計 貸 付 金
返 還 金

30,814

1
他 会 計 貸 付 金
返 還 金

30,814 他会計貸付金返還金

説　　明

1 資 本 的 支 出 1,527,500
千円

1 建 設 改 良 費 840,398

1 事 務 費 27,997

1 給 料 12,573 職員３名分

2 手 当 8,917 　　〃

3 法 定 福 利 費 4,256 共済組合事業主負担

4 旅 費 119 職員普通旅費

5 備 消 品 費 572 事務用備消耗品費

6 燃 料 費 75 自動車用燃料

7 通 信 運 搬 費 32 電話料金

8 委 託 料 165 事務用機器保守料

金　　額

　　支　　　　　　出

款 項 目 節



説　　明

9 手 数 料 17
千円

車検手数料

10 賃 借 料 1,150 事務用機器賃借料

11 修 繕 費 80 自動車修繕費

12 保 険 料 34 自動車損害保険料

13 雑 貨 7 自動車重量税

2 施 設 拡 張 費 205,319

1 給 料 10,097 職員３名分

2 手 当 7,048 　　〃

3 法 定 福 利 費 3,376 共済組合事業主負担

4 旅 費 75 職員普通旅費

5 備 消 品 費 375 事務用備消耗品費

6 燃 料 費 55 自動車用燃料

7 委 託 料 4,587 設計業務委託料

8 修 繕 費 40 自動車修繕費

9 工 事 請 負 費 179,652 送配水管整備工事費

10 保 険 料 14 自動車損害保険料

3 施 設 改 良 費 601,806

款 項 目 節 金　　額



1 委 託 料 31,603 配水管布設替工事設計業務委託料等

2 工 事 請 負 費 570,203 配水管布設替及び施設各種設備改良工事費等

4 固定資産購入費 5,276

1 固定資産購入費 3,495 事務用機器購入費等

2
リ ー ス 債 務
支 払 額

1,781 リース債務支払額

2 企業債償還金 587,102

1 企 業 債 償 還 金 587,102

1 企 業 債 償 還 金 587,102 企業債償還金

3 積 立 金 100,000

1 積 立 金 100,000

1 基 金 積 立 金 100,000 基金積立金


